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令和６年２月９日 

 

稲沢市病院事業管理者 

  加 藤 健 司 様 

 

稲沢市情報公開・ 

個人情報保護審査会 

                           会長 大 橋 哲 夫 

 

 稲沢市行政情報公開条例第１５条の規定に基づく令和４年２月２８日付け３稲病医

第１３９号による諮問について、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

「平成３０年に市民病院で発生した医療事故のうち、手術中の止血ミスなどにより患

者が死亡した事案の詳細を記した市民病院、事故調査委員会作成の一切の文書」の非公

開決定処分に対する審査請求について〔諮問第１号〕 

 

１．審査会の結論 

稲沢市病院事業管理者（以下「実施機関」という。）が令和３年３月２４日付けで行

った非公開決定（以下「本件処分」という。）は妥当ではなく、別表に掲げる文書の「開

示妥当と判断した部分」は開示すべきである。 

 

２．審査請求に係る対象文書の非公開決定状況 

審査請求に係る対象文書は、平成３０年に市民病院で発生した医療事故のうち、手術

中の止血ミスなどにより患者が死亡した事案の詳細を記した市民病院、事故調査委員会

作成の一切の文書（以下「本件文書」という。）である。 

実施機関は、請求のあった文書は患者側と当院の診療契約に基づいて作成された内容

が多く含まれており、稲沢市行政情報公開条例（以下「条例」という。）第６条第１項

第１号に規定する「個人に関する行政情報」に該当するとして、また、医療法第６条の

１１第１項に基づく医療事故調査に関して、同制度は再発防止に資するために実施する

ものであり、もとより調査内容を外部に公表することは想定されていないこと及び特に

本事案では遺族が情報の公表を希望していないことから、第三者へ開示することは遺族

にとって著しい不利益になると考えられるため、これらの状況を総合的に勘案した結果、

本件処分を行った。 
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３．審査請求及び審査の経過 

（1）審査請求人は、令和３年３月１１日付けで稲沢市行政情報公開条例（以下「条例」

という。）第９条及び稲沢市行政情報公開規則第４条に基づき、実施機関に対し、本件

文書の開示請求を行った。 

（2）これに対して実施機関は、令和３年３月２４日、請求のあった文書は患者側と当

院の診療契約に基づいて作成された内容が多く含まれており、条例第６条第１項第１号

に規定する個人に関する行政情報に該当するものとして、本件請求に対し、非公開とす

る決定を行い、同日付け、条例第１０条第４項に基づき、審査請求人に稲沢市行政情報

公開可否決定通知書を送付した。 

（3）審査請求人は、実施機関に対し、令和３年６月７日付けの審査請求書により、非

公開決定を不服とする審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

（4）当審査会は、本件審査請求について、令和４年２月２８日付けで、実施機関から

条例第１５条の規定に基づく諮問を受けた。 

（5）当審査会は、令和４年３月２４日に審査請求人から、令和４年３月２５日に実施

機関から「意見書」の提出を受けた 

（6）当審査会は、本件審査に際し、実施機関及び審査請求人から令和４年７月２５日

に口頭意見陳述を受けた。 

（7）当審査会は、令和４年８月２５日、令和５年１月２３日、令和５年２月２０日、

令和５年３月２９日に実施機関から個人情報等に関する意見聴取を行った。 

（8）当審査会は、令和５年６月１７日に遺族に対して回答書を送付し、令和５年７月

１２日に遺族から受理した。当回答書により、当時の要望書に関し、内容を理解した上

で第三者からの強制などの無い状態で署名押印したこと、令和５年現在もその意思は変

わらないこと、遺族一同による意向であることが確認できた。また、遺族から自書によ

る「私たちは、病院と長い年月をかけて何回も話し合いました。そして、私たちの要望

を聞いて頂く事を条件に和解を受け入れました。なので、一切の公開を希望しません。」

との書面を受領した。 

 

４．審査請求人の主張の要旨 

審査請求人が主張している内容は、概ね次のとおりである。 

・重大な医療事故について、近隣自治体病院は患者ら個人を特定せず、手術内容等の情

報を請求に基づき公開している。 

・広く国民の病院選択に資する情報であり、知る権利にも貢献するといった視点に立っ

て極力情報を公開すべきである。 

・本件処分では、公金がもとになる損害賠償金 2,327 万円が正当な金額かどうかを第三

者が検証できない。 

・原処分を取り消した上で、プライバシーに配慮した公開への変更を求める。 
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５．実施機関の主張の要旨 

 実施機関が主張している内容は、概ね次のとおりである。 

・請求のあった文書は条例第６条第１項第１号に規定する個人に関する行政情報に該

当するものであり、病歴等は最も他人に知られたくない類のもので、秘匿すべき必要性が

極めて高い。 

・実施機関では、診療に過誤がある医療事故について、患者又は患者家族（以下「患者

等」という。）の個人情報が特定又は識別されないように配慮した上で、自主的に公表

してきている。本事案は、たとえ患者等の個人情報が特定又は識別されていないとして

も、患者等から公表を希望しないという明確な意思表示として、患者等が署名した要望

書が提出されていることから、本事案に係る患者の身体的な状況や診療経過等に関する

全ての情報について非公開決定としたものである。 

・医療事故調査委員会において作成された文書を公開することは、再発防止の仕組みを

根幹から揺るがすことになり、医療安全管理業務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすお

それがあることから、条例第６条第１項第４号「実施機関内部若しくは実施機関相互又

は実施機関と国等の機関との間における審議、検討、調査研究等に関する行政情報であ

って、公開することにより、当該審議、検討、調査研究等に著しい支障が生ずるおそれ

のあるもの」に該当するため、非公開決定としたものである。 

 

６．審査会の判断 

（１）本件文書について 

本件文書は、平成３０年に市民病院で発生した医療事故のうち、手術中の止血ミスな

どにより患者が死亡した事案の詳細を記した市民病院、事故調査委員会作成の文書であ

る。医療法第６条の１１第１項において、病院等の管理者は、医療事故が発生した場合

には厚生労働省令で定めるところにより、速やかにその原因を明らかにするために必要

な調査（医療事故調査）を行わなければならないと規定しており、本件文書はこれによ

り作成されたものである。 

（ア）本件文書の内容 

本件文書の内容は概ね以下の３項目に整理することができる。 

１．医療事故調査制度関連文書 

①院内医療事故調査関連文書 

  ②医療事故調査委員会関連文書 

  ③保険会社関連文書 

  ④医療事故調査報告関連文書 

 ２．遺族関連文書 

 ３．その他文書 

①手術関連文書 
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②医療事故報告関連文書 

③議会関連文書 

 

（２）開示・非開示の判断 

（ア）基本的な考え方 

①稲沢市行政情報公開条例第６条第１項第１号 該当性 

条例第６条第１項は、公文書の原則開示を定めているが、同項第１号は、公文書に個

人に関する情報であって、特定の個人を識別、又は識別され得るものについては、開示

しないことができる旨を定めている。 

②稲沢市行政情報公開条例第６条第１項第４号（国等の機関との審議、検討、調査研

究等に関する行政情報）該当性 

 条例第６条第１項第４号は、国等の機関との間における審議、検討、調査研究等に関

する行政情報であって、公にすることにより、当該審議、検討、調査研究等に著しい支

障が生ずるおそれがあるものについては、開示しないことができる旨を定めている。 

医療法第１条の３は、地方公共団体は「国民に対し良質かつ適切な医療を効率的に提

供する体制が確保されるよう努めなければならない」と定めており、医療機関における

事故の発生をできるだけ防止し、医療機関による安定的な医療サービスの実現を図るた

めの情報提供や指導などを行うことは、実施機関の責務であるといえる。 

本件文書は、実施機関によって類似事故の再発防止のために作成されているものであ

るが、この中には公にすることによって、実施機関に何らかの不利益を及ぼす可能性が

ある情報が含まれていることが認められる。仮に実施機関がこのような情報を公にする

と、今後、正確な事故の報告そのものが行われなくなるか、又は再発防止のために有用

な情報が除かれた形で報告が行われるようになるおそれがあり、その結果、医療事故の

再発防止事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものと認められることから、こ

のような情報は条例第６条第１項第４号に該当すると考える。 

③稲沢市個人情報保護条例（以下「個人情報保護条例」という。）第１７条第１項第

２号 該当性 

公文書の個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の

権利利益を害するおそれがあるものについては、開示しないことができる旨を定めてい

る。「他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなる

もの」とは、当該情報単独では特定の個人を識別することができないが、他の情報と照

合することにより間接的に特定の個人を識別することができる情報をいう。照合の対象

となる「他の情報」は、一般人が通常入手し得る情報を指し、関係者だけが有するよう

な特別な情報や、特別な調査をすれば入手し得るかもしれない情報などは含まれないと
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解される。 

 また、「特定の個人を識別することはできないが、開示することにより、なお個人の

権利利益を害するおそれがあるもの」とは、カルテなど個人の身体状態、人格等と密接

に関連する情報等で、これを公にすると、仮に個人識別部分を除いたとしても、個人の

権利利益を害するおそれがあるものを指すと解される。本件文書の中に含まれる患者の

病名、病状等の情報は、個人の身体状態、人格等と密接に関連する情報であることから、

「個人の権利利益を害するおそれがあるもの」に該当すると考える。 

なお、同号ただし書は、同号本文に該当する場合であっても、法令等の規定又は生命、

健康、生活等を保護するため例外的に開示する旨を定めている。 

 

（イ）遺族の意思 

 実施機関の主張にある遺族の要望について、医療事故から時間が経過した現在におい

てもその意思に変わりがないかを確認するため、当審査会から書面にて質問を行った。 

結果、当時の要望書に関し、内容を理解した上で第三者からの強制などの無い状態で

署名押印したこと、令和５年現在もその意思は変わらないこと、遺族一同による意向で

あることが確認できたため、本件の判断において尊重すべきものとする。 

 

以上を踏まえ、本件決定における開示・非開示の判断を行うこととする。 

１－①院内医療事故調査関連文書 

医療法第６条の１１第１項において、病院等の管理者は、医療事故が発生した場合に

は厚生労働省令で定めるところにより、速やかにその原因を明らかにするために必要な

調査（医療事故調査）を行わなければならないと規定している。 

当該文書には医療事故調査報告書の作成に向けた委員の率直な発言等が記載されて

おり、これを開示することは委員の自由な発言の妨げになるおそれがあると認められる。 

したがって、当該文書は条例第６条第１項第４号に該当するため、非開示にすべきと

判断する。 

 

１－②医療事故調査委員会関連文書 

医療事故調査委員会では、事故に関するあらゆる角度からの忌憚のない意見を交わし

ていることから、当該文書には事故発生日や傷病名、手術内容など患者の生命等に直接

かかわる機微にわたる情報が詳細に記載されている。医療事故調査委員会は、発生した

医療事故に関する報告書をとりまとめるために患者の病名、手術内容、経過等を個別具

体的に審議し、正確な判断が求められている。このような最も他人に知られたくない「人

の秘密」を扱い、また、それがために慎重な審議が求められる会議であるところから、

医療事故調査委員会の会議は非公開とし、審査又はその事務に従事した医療事故調査委

員会の委員には、特に守秘義務が課されているものと考える。 
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また、委員個々の見解も記載されており、発言者及び発言内容について開示すること

は、委員の自由な発言が阻害されることによる委員会の硬直化が懸念され、率直な意見

の交換、意思決定の中立性など委員会のあり方に多大な影響を与える可能性があり、再

発防止の仕組みを根幹から揺るがすことになり、医療安全管理業務の適正な遂行に著し

い支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって、当該文書は条例第６条第１項第４号に該当するため、非開示にすべきと

判断する。 

 

１－③保険会社関連文書 

保険会社による損害賠償金額の検討に必要な文書であり、その内容には事故発生日や

傷病名、手術内容など患者の生命等に直接かかわる機微にわたる情報が詳細に記載され

ている。 

また、医療事故調査委員個々の見解も記載されており、上記１－②と同様に医療安全

管理業務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって、当該文書は条例第６条第１項第４号に該当するため、非開示にすべきと

判断する。 

 

１－④医療事故調査報告関連文書 

医療事故の発生に伴い行った医療事故調査委員会は事故の再発防止が絶対の目的で

あり、そのためには隠し事なく議論を行うことが必須である。調査に関する情報が一部

でも公開されると、医療事故調査が個人の責任を追及するためのものではないことを明

確にしていても、外部から責任を追及されることをおそれ、正確な報告が見込めなくな

るだけではなく、審議においても多大な影響を与える可能性があり、公開することで再

発防止の仕組みを根幹から揺るがし、医療安全管理業務の適正な遂行に著しい支障を及

ぼすおそれがある情報と認められる。 

したがって、当該文書は条例第６条第１項第４号に該当するため、非開示にすべきと

判断する。 

 

 ２ 遺族関連文書 

当該文書は、事故に関連した遺族の発言や行動の記録であり、遺族の意思表示、感情

及びその他の情報は、医療事故の当事者となった患者の家族としての率直な感情である。 

患者への思いの強さが記載された偽らざる思いは遺族の人格等と密接に関係するも

のであり、このような個人の人格に密接に関連する情報を公にすると、仮に個人識別

部分を除いたとしても、個人の権利利益を害するおそれがあると考えられる。 

したがって、当該文書は個人情報保護条例第１７条第１項第２号に該当するため、

非開示にすべきと判断する。 
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 ３ その他の文書 

①診療行為の説明・同意書 

②申請書 

③解剖に関する遺族の承諾書 

④請書 

⑤受託病理解剖承諾書 

⑥医療事故報告票 

⑦医療事故報告の受付完了と事故報告管理番号のお知らせ 

⑧「医療機関調査報告」の受理について 

⑨仮示談書 

⑩医療事故の公表に関する要望書 

⑪報道機関の皆さまへ 

⑫議案第１０８号損害賠償の額を定めることについて 

 

（ア）その他の文書の内容 

 当審査会において、その他の文書を見分したところ、以下の事項が記載されていた。 

(a) 患者等情報 

 患者氏名、住所、生年月日、年齢、性別、身長、体重、身体状態、病名、病歴、患

者家族氏名・住所・続柄・口座情報 

(b) 診療情報 

 事故発生日時（死亡日）、手術日、手術内容、術式、診療科、入院病室、医師氏名、

看護師氏名 

(c) 日付 

 手術同意日、解剖実施許可申請日、解剖日、遺族解剖承諾日、請負日、受託期間、

病理解剖依頼日、病理解剖承諾日、医療事故報告日、医療事故報告の受付完了等通知

日、医療機関調査報告受理通知日、院内事故調査委員会実施日、仮示談書締結日、要

望日 

(d)文書番号等 

 文書番号、受理番号、組織名、個人名、事故報告管理番号、電話番号、ＦＡＸ番号、 

E-mail 

 

（イ）患者等情報 

ａ 患者氏名、住所、生年月日 

当該情報は、特定の個人を識別することができる情報又は個人を識別するために有

力な情報であり、条例第６条第１項第１号に該当するため、非開示にすべきと判断す

る。 
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ｂ 患者の年齢、性別 

当該情報は、直ちに個人の識別につながる情報とは考えられず、また、個人の身体

状態、人格等と密接に関連する情報ではないが、他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとなると考えられるため、個人情報保護条例第

１７条第１項第２号に該当すると認められる。 

また、遺族の要望書に「患者の年齢・性別」と具体的に挙げられており、公にする

ことで遺族に対する二次被害となる可能性が十分に見込まれることからも、当該情報

は非開示にすべきと判断する。 

 

ｃ 患者の身長、体重、身体状態、病名、病歴 

当該情報は、個人の生命、身体、健康、精神状態等に直接関わる私的な情報であ

り、仮に患者の個人識別部分を除いたとしても、このような情報を公にすると、個人

の権利利益を害するおそれがあると考えられる。 

したがって、個人情報保護条例第１７条第１項第２号に該当するため、非開示にす

べきと判断する。 

 

ｄ 患者家族氏名・住所・続柄・口座情報 

当該情報は、特定の個人を識別することができる情報であり、条例第６条第１項第

１号に該当するため、非開示にすべきと判断する。 

 

（ウ）診療情報 

ａ 事故発生日時（死亡日） 

当該情報は、通常、それ自体としては、個人に関する情報や実施機関に何らかの不

利益を及ぼす情報に当たるとは考えられず、また、個人の身体状態、人格等と密接に

関連する情報ではないと考えられる。 

しかしながら、遺族の要望書に「事故発生の日」と具体的に挙げられており、公に

することで、単なる不快感にとどまらない精神的苦痛を与える可能性が極めて高い。 

また、遺族としては公開を希望しない内容の要望書を作成した上で示談を締結して

おり、情報は公開されないとの期待利益も法的保護に値するものというべきであり、

利益侵害情報に該当すると解するのが相当であることから、個人情報保護条例第１７

条第１項第２号に該当するため、非開示にすべきと判断する。 

 

ｂ 手術日、手術内容、術式、診療科、入院病室 

当該情報は、事故に関連して行われた医療行為又はこれに準ずる情報であるが、これ

は、患者に対してどのような医療行為がなされたかという客観的な事実に過ぎず、当該

医療行為がごく一部の医療機関でしか実施できないような専門的なものでない限り、実
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施機関に何らかの不利益を及ぼすことはないと考えられる。 

しかしながら、当該情報は、個人の生命、身体、健康に直接関わる極めて機微にわ

たる私的な情報である。本件に関して、遺族は一切の情報の公開について強い反対の

意思を示しており、その意思に反してこれを公にすると、精神的な損害を与える可能

性が極めて高く、個人の権利利益を害するおそれがあり、また、他の情報と照合する

ことによって特定の個人を識別することができるものであると考えられる。 

したがって、個人情報保護条例第１７条第１項第２号に該当するため、非開示にす

べきと判断する。 

 

c 医師氏名、看護師氏名 

当該情報は、事故に関わった職員等を特定させる情報であるため、条例第６条第１項

第１号に該当すると考える。 

したがって、当該情報は、非開示にすべきと判断する。 

 

（オ）日付 

a 手術同意日、解剖実施許可申請日、解剖日、遺族解剖承諾日、請負日、受託期

間、病理解剖依頼日 

当該情報は、通常、それ自体としては、個人に関する情報や実施機関に何らかの不

利益を及ぼす情報に当たるとは考えられない。 

しかしながら、当該情報は、事故発生日と同日及びその直前のものであり、事故発

生日に密接に関連した情報であることから、上記「（ウ）診療情報 a事故発生日時

（死亡日）」において検討したように、利益侵害情報に該当すると解するのが相当で

あることから、個人情報保護条例第１７条第１項第２号に該当するため、非開示にす

べきと判断する。 

 

b 病理解剖承諾日、医療事故報告日、院内事故調査委員会実施日、医療事故報告の

受付完了等通知日、医療機関調査報告受理通知日、仮示談書締結日、要望日 

当該情報は、通常、それ自体としては、個人に関する情報や実施機関に何らかの不

利益を及ぼす情報に当たるとは考えられず、また、個人の身体状態、人格等と密接に

関連する情報でもないため、条例第６条第１項第１号に該当しないと考えられる。 

仮にこれらを公にしても事故発生日の特定には至らず、上記 aのように事故発生日

に密接に関連した情報であるとは認められないことから、開示すべきと判断する。 

 

（カ）文書番号等 

a 文書番号、受理番号、組織名（病理解剖受注機関名等）、電話番号、ＦＡＸ番号 
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当該情報のうち、文書番号は、文書を作成した組織が文書管理のために付した番号

であり、組織の略称等の部分と番号部分とで構成されている。基本的に文書番号は一

つの文書に一つ付されるものであり、受理番号も同様のものである。これらに加え電

話番号やＦＡＸ番号を公にすると、組織が推測される可能性があると認められ、条例

第６条第１項第４号に該当するため、非開示にすべきと判断する。 

 

b 個人名（代表者氏名・担当者名、E-mail） 

当該情報は、特定の個人を識別できる情報であり、また、E-mail のアドレスが氏名

となっていることから、条例第６条第１項第１号に該当するため、非開示にすべきと

判断する。 

 

c 事故報告管理番号 

医療法第６条の１５第１項の規定に基づき、一般社団法人日本医療安全調査機構が

厚生労働大臣から医療事故調査・支援センターとしての指定を受けている。 

事故報告管理番号は本件を管理する重要な情報であり、同センターの守秘義務に影

響を及ぼす可能性があると認められることから、条例第６条第１項第４号に該当する

ため、非開示にすべきと判断する。 

 

以上の理由により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

別表 

対象文書 非開示妥当と判断した部分 開示妥当と判断した部分 

「診療行為の説明・

同意書」 

・患者等情報 

・診療情報 

・日付 

・患者氏名 

・患者家族氏名、続柄 

・手術同意日 

・病名 

・手術内容 

・医師氏名、看護師氏名 

 

・合併症と後遺症（ただし、病

名、手術内容に関連した部分を

除いた情報に限る） 

「申請書」 

・患者等情報 

・診療情報 

・日付 

 

・患者氏名、住所 

・解剖実施許可申請日 

・解剖日 

・入院病室 

・医師氏名 

 

・解剖年、解剖時間 

「解剖に関する遺

族の承諾書」 

・患者氏名、住所 

・死亡月日 

・死亡年 

・死亡の場所 
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・患者等情報 

・診療情報 

・日付 

 

・患者家族氏名、住所、続柄 

・遺族解剖承諾月日 

・遺族解剖承諾年 

「請書」 

・日付 

・文書番号等 

 

・請負月日 

・病理解剖受注機関名、住所 

・代表者氏名 

・受託業務名（組織名） 

・受託業務内容（組織名） 

・受託期間 

 

・請負年 

・請負金額 

「受託病理解剖承

諾書」 

・患者等情報 

・日付 

・文書番号等 

 

・患者氏名、生年月日、年齢、

性別 

・文書番号 

・受理番号 

・病理解剖承諾機関名 

・代表者氏名 

・病理解剖依頼日 

・担当者名、電話番号、ＦＡ

Ｘ、E-mail 

 

・病理解剖承諾日 

・解剖料金 

「医療事故報告票」 

・患者等情報 

・診療情報 

・日付 

・文書番号等 

 

 

・患者年齢、性別、身長、体重、

病名、病歴、身体状態 

・手術内容、術式、診療科 

・死亡月日 

・看護師氏名 

・病理解剖承諾機関名 

 

・医療事故報告日 

・医療機関情報 

・死亡年 

・死亡場所 

・医療事故の状況（ただし、病

名、病歴、手術内容、術式に関

連した部分を除いた情報に限

る） 

・院内事故調査委員会実施日 

 

「医療事故報告の

受付完了と事故報

告管理番号のお知

らせ」 

・日付 

・文書番号 

・医療事故報告日 

・事故報告管理番号 

・担当者名 

・受付完了等通知日 

・通知内容（ただし、左記を除

いた情報に限る） 
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・文書番号等 

 

「医療機関調査報

告」の受理について 

・日付 

・文書番号等 

 

・文書番号 

・事故報告管理番号 

・担当者名 

・調査報告受理通知日 

・通知内容（ただし、左記を除

いた情報に限る） 

「仮示談書」 

・患者等情報 

・診療情報 

・日付 

 

・患者氏名 

・患者家族氏名、住所、口座情

報 

・事故発生日（死亡日） 

・手術日 

・術式 

 

・示談内容（ただし、左記を除

いた情報に限る） 

・締結日 

「医療事故の公表

に関する要望書」 

・患者等情報 

・日付 

 

・患者家族氏名 ・要望内容 

・要望日 

「報道機関の皆さ

まへ」 

 

 

 

・全て開示 

「議案第１０８号

損害賠償の額を定

めることについて」 

 

 ・全て開示 

 

７．医療事故の公表 

医療事故が大きな社会問題となっていることを背景として相当数の医療機関等にお

いて、医療における安全管理の徹底、病院運営の透明性を高めることによる国民からの

信頼の確保、他の病院の医療安全管理上の重要な情報の提供による医療事故の防止など

の観点から、患者及び家族のプライバシーの保護に最大限の配慮をしつつ、医療事故を

公表すべきであるという論議が高まっている。このように、医療事故の公表はいわば社

会的要請であると考えられ、医療機関による事故の公表が進むことはこれを評価すべき

であると考える。 

一方、行政機関の保有する情報の公開に関する法律では、５条において不開示情報を
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定め、特に同条１号において個人識別情報及び個人を識別することはできないが、公に

することによりなお個人の権利利益を害するおそれがあるものを原則として不開示と

する旨定めている。 

医療事故の公表をめぐる問題は、上記の社会的要請と個人の権利利益の保護との両立

を十分考慮して議論されるべきものである。 

本件諮問を審議するに当たり、当審査会は、こうした情勢を念頭に置きつつ、医療事

故の公表と個人の権利利益の保護という観点及び本件の事情として、遺族が一切の情報

の公開について強い反対の意思を示していることも十分に尊重して慎重に判断を行っ

たものである。 

 

 

                      稲沢市情報公開・個人情報保護審査会 

      大 橋 哲 夫（会長） 

大 宮 隆 志（会長職務代理） 

源 治 保 秀（委員） 

牛 嶋 みゆき（委員） 

 

 

 

 

 

 

 


